
石川県警察船舶運用要領の制定について 
 
 

平成３年４月１０日外発第２２６号 警察本
部長より各部・課・隊・校・署長あて 

 
 
警察用船舶については、平成元年７月２５日全面改正した石川県外勤警察運営に 

関する訓令により、新たに外勤警察の活動単位として位置づけたこと及び警察庁に 
おいて警察用船舶の広域運用要綱が制定されたことに基づき、今回、新たに警察用 
船舶運用要領を別添のとおり定めたので、船舶配置警察署長にあってはこの要領に 
より効果的な運用に努められたい。その他の所属長にあっては、執務の参考とされ 
たい。 
なお、昭和４８年５月２５日発外第３１９号「警察用舟艇の勤務要領について」 

及び昭和５９年３月２２日発外第１４５号「警察用舟艇の活動及び管理基準の制定 
について（通達）」は、廃止する。 

 
 
別添 

 
 

警察用船舶運用要領 
 
 
第１  目的 この要領は、警察用船舶の運用について、石川県警察用船舶の管

理に関する訓 
令（昭和５１年７月１日訓令第８号）、石川県外勤警察運営に関する訓令（平成 
元年７月２５日石川県警察本部訓令第１１号）及び石川県警察無線電話局などの 
管理運営に関する訓令（平成元年３月２３日石川県警察本部訓令第４号）並びに 
警察用船舶広域運用推進要綱（昭和６３年３月１８日警察庁丙勤発第１２号）に 
基づき必要な事項を定め、その安全かつ効果的な運用を図ることを目的とする。 

第２  運用の方針 警察用船舶（以下「船舶」という。）の使用責任者及び防犯部外
勤課長は、水 

上警察活動を計画的に推進して、各種警察事象に即応した活動を行うものとする。 
第３ 広域運用調整者 
１  防犯部外勤課長を船舶広域運用調整者（以下「広域運用調整者」とい

う。） とする。 
２  広域運用調整者は、船舶管理責任者、使用責任者並びに警察本部の関
係部課 長及び沿岸管轄警察署長と常に緊密な連携を保ち、広域運用を含む船
舶の運用 について必要な調整等を行うものとする。 

第４ 船舶運用の活動基準 
１ 要船舶の活動区域は次のとおりとする。 
(1)  通常運用区域は、船舶配置警察署管内の沿岸及びその周辺水域 



(2)  広域運用区域は、第８の規定に基づく水域 
２ 使用責任者は、次の活動基準により船舶の効率的運用に努めなければならな 
い。 

(1)  警戒、警ら活動 
任務遂行に必要と認める下記水域、警戒要点を含めた警ら路線を設定、こ 

れにより積極的な警戒と警ら活動を実施する。 
ア 沿岸、港湾における国内及び外国船舶の航行、停泊区域 
イ 密出入国、密貿易、密漁事案の発生する水域 
ウ 海水浴場、レジャー用モーターボート、ウィンドサーフィン等レジャ 
ースポーツその他で人が多く集まる水域 

(2)  活動責任者の指定 
使用責任者は、署外勤課長を船舶活動の責任者（以下「活動責任者」とい 

う。）に指定する。 
活動責任者は、船長など乗組員を指揮監督し、的確な活動の推進に努める 
ほか、毎月２５日までに翌月の「船舶活動計画」（別記様式）を策定し、使 
用責任者の決裁を受けなければならない。 

(3)  船舶活動の際の乗務員 
船舶活動に当たっては、乗組員のほか警察官２名以上を乗務させなければ 

ならない。 
第５ 船舶勤務員及び勤務要領 
１ 船舶勤務員は、乗組員及び乗務警察官とする。 
２ 乗組員とは、船長、機関長その他の職員で船舶の運航に従事するものをいう。 
３ 乗務警察官とは、船舶乗務を命ぜられた警察官をいう。 
４ 船舶勤務員の勤務要領は、使用責任者等が定める。 
５ 乗務警察官の通常時における勤務要領は、船舶警ら、訪船連絡、待機、特別 
勤務とし、その内容は次のとおりとする。 

(1)  船舶警ら 
船舶により定められた警ら区において、警ら要点を含めた水域の定（乱） 

線警ら、警戒に当たるほか停泊し港湾周辺及び沿岸の見張り警戒に当たる。 
(2)  訪船連絡 

港湾に入港中の船舶を訪問し、これらの船舶に対し事故防止のための必要 
な指導連絡を行うとともに、その船舶から各種の意見要望等の聴取に当たる。 

(3)  待機 
警察署内において、事件又は事故の発生に備え待機するとともに必要な書 

類の作成整理に当たる。 
(4)  特別勤務 

船舶に関する教養点検の実施、事件あるいは事故の発生に伴う捜索救助活 
動等に当たる。 



第６ 勤務員の任務及び勤務上の留意事項 
１ 船舶勤務員は使用責任者等の命を受け、船舶の機能を利用して定められた航 
行区域及び沿岸において、警ら（船舶警ら及び沿岸警ら）、警戒警備、犯罪捜 
査、水難救助、訪船連絡などの水上警察活動を効率的に推進するものとする。 
２ 船長は、機関長その他の乗組員を指揮監督して、次の事項について責任を負 
うものとする。 

(1)  船舶の安全運行に関すること。 
(2)  船舶及び装備品の保管整備に関すること。 
３ 乗組員は、船舶の運航に際し次に掲げる事項を守らなければならない。 
(1)  船舶の操作及び無線通話に関する諸規定を研究し、その習熟に努めること。 
(2)  所定の水上警察旗を掲げること。ただし犯罪捜査その他職務執行上支障が 
ある場合はこの限りでない。 

(3)  火災予備盗難防止に努めること。 
(4)  船舶の航行中は、必ず見張り員をおき事故の防止に努めること。 
(5)  運航中は常に周囲の状況に注意を払い、その場所、時間に応じ航行速度の 
緩急を図るほか、接舷や接岸に際しては細心の注意を払うこと。 

(6)  常時無線局を開局し、出港・帰港時間のほか、活動状況、異常の有無等を 
随時通信指令室及び警察署通信室に報告又は連絡すること。 

(7)  無線の不感地帯を通過する際は、あらかじめその海域及び通過時間を、通 
過後は速やかにその旨を通信指令室に報告すること。 

４ 乗務警察官は、船舶の安全運行に関して行う船長の指揮に従わなければなら 
ない。 

第７ 運用計画 
１ 広域運用計画の策定 

広域運用調整者は、毎年１０月末日までに、船舶広域運用計画を策定し、使 
用責任者に送付するものとする。 

２ 船舶運用計画の策定 
使用責任者は、毎年１２月はじめに翌年の船舶運用（広域運用を含む）計画 

を策定運用するものとする。 
３ 使用責任者は、船舶の広域運用における指定区域外運行に対処するため、船 
舶の指定区域外航行臨時変更許可証の交付が、円滑に受けられるようにしてお 
くこと。 

第８ 広域運用 
船舶の広域運用とは、管轄区域を越えて次に掲げるとおり運用する場合をいう 。 

(1)  事案が管轄区域外に及んだ場合又は及ぶ虞があり運用する場合 
(2)  応援派遣など要請に基づき運用する場合 
(3)  広域運用計画に基づき運用する場合 

第９ 派遣要請等 



１ 派遣命令 
警察本部長は、治安上緊急を要する場合及び海上訓練など必要があると認め 

たときは、広域運用調整者を通じて使用責任者に船舶の派遣を命ずるものとす 
る。 

２ 応援派遣要請 
(1)  要請書の提出 

警察本部の所属長及び警察署長は、警察用船舶の管理に関する訓令第１０ 
条の規定による、船舶の応援派遣を求めるときは、次の事項を明らかにして 
あらかじめ文書で広域運用調整者を経て要請しなければならない。ただし緊 
急やむを得ない場合は、口頭で行い、事後速やかに書面を提出するものとす 
る。 
ア 援助を要求する理由 
イ 応援派遣先における任務 
ウ 応援派遣を必要とする船舶の性能、船種及び船舶の数 
エ 応援派遣を希望する日時及び期間 
オ 活動区域及び係留場所 
カ 通信機の種別及びその他必要事項 
ただし、第８(3)に規定する広域運用計画に基づく応援派遣につい
ては、 
要請書の提出は要しない。 

(2)  関係者との協議 
広域運用調整者は、応援派遣要請を受理したときは、管理責任者、使用責 

任者と協議し必要な修正をすることができる。 
(3)  派遣指示 

広域運用調整者は、船舶の応援派遣について警察本部長の承認を得たとき 
は、使用責任者に船舶の応援派遣を指示するものとする。 

３ 使用責任等 
船舶の応援派遣を受けた所属長は、その使用期間中、当該船舶の管理使用に 

ついて直接責任を負うものとする。 
第１０ 事件事故の引継ぎ 

(1)  船舶活動中に取扱った事件事故は、原則として発生地を管轄する警察署が 
処理するものとする。ただし、事件事故の内容によっては、検挙地を管轄す 
る警察署に引き継ぐことができる。 

(2)  応援派遣中に取扱った事件事故は、原則として応援派遣先警察署に引き継 
ぐものとする。 

第１１ 指揮権の移転 
１ 第８の広域運用に伴う指揮権の移転は原則として次のとおりとする。 
(1)  (1)の場合は、使用責任者の下にある。 
(2)  (2)の応援要請に基づく出動の場合は、係留地港を出港したときか
ら要請 



先所属長に移転する。 
(3) (3)及び緊急時の出動命令の場合は、指定先港に到着したときか

ら派遣先 
所属長に移転する。 

２ 上記規定によることが困難なときは、別途協議したところによる。 
第１２ 関係機関との連絡強調 

広域運用調整者及び使用責任者は、常に海上保安庁、港湾事務所、税関、入国 
管理事務所、漁業組合等関係機関と緊密な連絡をとらなければならない。 

第１３ 基礎資料の整備 
使用責任者及び沿岸を管轄する警察署長は、効率的な船舶活動を行うため運用 

区域にかかる水域及び沿岸について、次に掲げる資料を整備しなければならない。 
(1)  港湾施設の構造、配置状況 
(2)  運用区域及び係留場所並びに周辺海域における次の事項 
ア 過去の統計に基づく風速、風力、天候などの気象条件 
イ 波高、波長、潮流の方向及び速さなどの気象条件 
ウ 岩礁の位置、水深、海上施設、その他海の地形及び地物の記載された海図 
並びに航路図 

(3)  燃料の補給場所及び補給のための燃料業者 
(4)  船舶相互間の通信要領 
(5)  航行区域の指定及びその範囲 
(6)  水難事故発生時における救助体制 
(7)  その他船舶運用に必要な事項 
第１４ 緊急事態等の使用統制 

警察法第６０条に基づく援助要請及び緊急事態における使用統制については、 
別途指示するところによる。 

第１５ 船舶運用訓練 
１ 使用責任者の訓練 

使用責任者は、船舶の効率的な運用を図るため、水難救助、不審船の追跡捕 
捉など必要な訓練を年１回以上行うものとする。 

２ 広域訓練 
広域運用調整者は、船舶運用に必要な知識の向上、操船技能及び通信訓練を 

含めた総合広域運用訓練を年１回以上行うものとする。 
第１６ 報告 

使用責任者は次の事項について、広域運用調整者を経由警察本部長に報告しな 
ければならない。 
１ 船舶活動等の報告 
(1)  活動月報の報告 

訓令第２６条に基づく管理責任者への報告（様式第６号）に合わせ写しを 
報告する。 



(2)  船舶運用結果四半期報 別記様式により翌月の５
日までに報告すること。 

２ 船舶の整備報告 
(1)  船舶の定期検査など整備時期の報告 
ア 船舶の定期整備で運用ができなくなる場合は、訓令に基づく整備要求 
のほか、２月前までに 

警察用船舶整備等報告書 
により概要を報告すること。 

イ 事故、故障などによる整備の必要がある場合には、その都度前記様式要 
領により報告すること。 

(2)  船舶運用中に事故が発生した場合の報告 
その都度速やかにその概況など広域運用調整者まで報告すること。 

３ 船舶情報その他の報告 
(1)  船舶運航中得た水上警察活動上必要な情報、その他運用上参考となる事項 

その都度別記様式により書面報告すること。 
(2)  運航中に検挙した事件 

その都度概況を速報すること。 
附 則 

１ この要領は、平成３年４月１０日から施行する。 
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別記２（第７関係） 
 
年船舶運用計画 警察署 

 

月 運用種別 運用回数 運用時間 運 用 目 的 

広域運用     

１ 

通常運用 
   

広域運用 
    

２ 

通常運用 
   

広域運用 
    

３ 

通常運用    

広域運用     

４ 

通常運用    

広域運用     

５ 

通常運用    

広域運用 
    

６ 

通常運用 
   

広域運用 
    

７ 

通常運用 
   

広域運用     

８ 

通常運用    

広域運用     

９ 

通常運用    

広域運用 
    

１０ 

通常運用 
   

広域運用 
    

１１ 

通常運用 
   

広域運用     

１２ 

通常運用    

広域運用     

計 

通常運用    



別記３（第９関係） 
 

 

外 発 第  号 
平成 年 月 日 

 
石川県警察本部長 殿 

 
長 

船 舶 派 遣 要 請 書 

船 舶 名  

 

派 遣 理 由  
 

活 動 区 域  
拠 点 港 

 

要 請 期 間  
日 時 

 

必要な装備 
機 材 

 

階 級 氏 名 階 級 氏 名 

    

    

 
 
派 遣 人 員 
(操縦者等)

    

 
 
備 考 

 



別記４（第１６関係） 
 
 

外 発 第 号 

平成 年 月 日 
 
 

石川県警察本部長 殿 
 
 

警察署長 
 
 
 

（第 四半期）船舶運用結果について報告 
 

予定月日 時 間 運用区域 活 動 内 容 

    

    

    



別記様式第６号（第 16 関係） 
 

署 長 副 署 長 課 長 係 長 主 任 

     

 

年 月 日 
 

長 殿 
 

所属 
階級 氏名 

船 舶 運 用 情 報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


